
Ⅰ　貸借対照表
『貸借対照表』は、令和２事業年度末における財務状態を表したものです。

（単位：百万円）
元年度 ２年度 増減

資産の部 7,181 7,410 229 ○建物等
固定資産 6,664 6,635 △ 29 ・１号館屋上防水改修工事に伴う増 10百万円

土地 1,518 1,518 0 ・減価償却による減 △156百万円

建物等 2,598 2,453 △ 145 ○工具器具備品
工具器具備品 157 109 △ 48 ・LLシステム除却等による減 △11百万円

図書 2,092 2,103 11 ・減価償却による減 △38百万円

その他の固定資産 297 451 154 ○その他の固定資産
流動資産 517 774 257 ・3号館改修工事に伴う建設仮勘定の増 84百万円

現金及び預金 401 707 306 ○現金及び預金
未収入金等 106 59 △ 47 ・出張自粛による旅費支出の減 79百万円

その他流動資産 9 7 △ 2 ・海外留学奨励金等支出の減 21百万円

資産合計 7,181 7,410 229 ・遠隔授業等による光熱水費の減 9百万円
・人件費支出の減 43百万円
・基幹運営費交付金を業務達成基準としてR3年度
　へ繰越したことによる執行減 80百万円

元年度 ２年度 増減
負債の部 3,196 3,494 298 ○資産見返負債

固定負債 2,568 2,695 127 ・3号館改修工事に伴う建設仮勘定見返施設費の増 82百万円

資産見返負債 2,519 2,646 127
長期借入金 0 0 0 ○運営費交付金債務
その他の固定負債 47 48 1  　・基幹運営費交付金を業務達成基準としてR3年度へ

流動負債 628 799 171        繰越したことによる増

運営費交付金債務 15 106 91 ○未払金
寄附金債務 174 202 28    ・R２年度限りの物品・役務支出の増 39百万円

未払金 354 411 57  　 統合財務会計システム (12百万円)

その他流動負債 83 79 △ 4  　 旅費業務委託初期導入費 (27百万円)

純資産の部 3,985 3,915 △ 70 ○資本剰余金
資本金 3,672 3,672 0 ・道路整備工事等に伴う固定資産の増 51百万円

資本剰余金 221 111 △ 110 ・減価償却による減 △160百万円

利益剰余金 91 131 40
前中期目標期間繰越積立金等 67 91 24
当期未処分利益（損失） 23 39 16
負債・純資産合計 7,181 7,410 229

注）各金額は単位未満切捨としているため、計は一致しない場合が
　あります。

令和２事業年度財務諸表の概要

主な増減要因

主な増減要因

80百万円
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Ⅱ．損益計算書　

『損益計算書』は、令和２事業年度の財務運営状況（経営成績）を表したものです。

（単位：百万円）
元年度 ２年度 増減

経常費用 3,150 3,022 △ 128 ○教育経費
業務費 2,946 2,837 △ 109 ・BlendedCallシステム設置に伴う増 60百万円

教育経費 402 466 64 ○教育研究支援経費
研究経費 119 89 △ 30 ・図書館改修工事等費用の減 △44百万円

教育研究支援経費 221 165 △ 56 ○人件費
受託研究費等 100 55 △ 45 ・退職手当支給額の減 △50百万円

役員人件費 104 52 △ 52 ○一般管理費
教員人件費 1,337 1,320 △ 17 ・R元年度限りの費用（ウェブサイト更新）の減 △12百万円

職員人件費 661 687 26
一般管理費 202 182 △ 20
その他の費用 1 2 1

元年度 ２年度 増減

経常収益 3,174 3,062 △ 112 ○運営費交付金収益
運営費交付金収益 1,454 1,257 △ 197 ・授業料免除実施経費の補助金への移行による減 △67百万円

授業料収益 1,144 1,126 △ 18 ・基幹運営費交付金を業務達成基準としてR3年度へ

入学料収益 157 159 2 　繰越したことによる減 △80百万円

検定料収益 25 28 3 ○補助金収益
受託研究等収益 100 55 △ 45 ・授業料減免費交付金受入による増 114百万円

寄附金収益 76 45 △ 31
補助金収益 56 245 189
施設費収益 51 47 △ 4
資産見返負債戻入 52 49 △ 3
その他収益等 53 46 △ 7

経常利益(損失) 23 39 16

臨時損失 0 0 0
臨時利益 0 0 0

当期純利益（損失） 23 39 16

当期総利益（損失） 23 39 16

主な増減要因

注）各金額は単位未満切捨としているため、計は一致しない場合が
　あります。

主な増減要因

計 2,059百万円

△43
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財　務　諸　表　の　構　成　比

■資産の内訳 ■負債・純資産の内訳

■経常費用の内訳 ■経常収益の内訳
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